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ックマスター等による軌道変位の測定データが挙げら

れる。ただし、軌道変位データの測定回数が少ない（年

に数回以下）事業者も多く、そのような事業者では、軌

道変位測定間の保守計画の修正や、保守による改善結果

の評価は保守員の主観（経験）により行われている。し

かし、このような主観的な評価では、保守員の熟練度に

よって評価結果が左右されることが懸念される。 
RMS 値による評価については、これまで実施されて

きた主観的な評価と、客観的なデータを比較検討するこ

とで、保守員による評価に客観性を持たせるとともに、

より効率的な軌道保守に貢献できる。実際に鉄道事業者

の協力のもと、営業路線において評価を行い、軌道保守

に活用した結果について報告を行っている(4)。その結

果、長大な軌道全線の測定データから、軌道状態に変動

があったことを把握するには、RMS 値は有用であるこ

とが示された。一方で、RMS 値のみでは周波数情報が

欠如するため、変動した原因を判別することは困難であ

る。そのため、測定された車体振動に周波数解析を実施

し、分析を行った(3)。その結果、上下振動に影響を与え

る主な要因（軌道変位、継ぎ目、分岐器、踏切等）につ

いて、原因分離の可能性が示された。 
３．高頻度測定による軌道の状態監視例 

 これまでのレール状態診断装置による測定及び評価

は、バッテリ方式が中心であり、計測頻度は通常数ヶ月

に１日程度であり、最短でも数週間に１日であった。そ

こで、本報告では鉄道事業者の協力のもと、車両給電方

式による測定を約１ヶ月に渡り実施し、測定データの再

現性や軌道異常の評価について確認したので、その結果

について報告する。 
 測定試験により得られたデータから代表して、初期（1
日目），中期（15 日目），後期（28 日目）に測定した車

体上下加速度の RMS 値を図 3 に示す。RMS 値が

1.0m/s を超える箇所においては、事業者の把握している

軌道変位が顕著である箇所、継ぎ目落ちが発生している

箇所等と一致した。また、ピーク位置のキロ程（GPS
情報に路線情報を用いて補正して算出）に測定日ごとの

ずれは確認されず、高い再現性が確保されていることが

分かる。 
 図 4 に軌道異常が確認されている地点の各測定日の

RMS 平均値の推移を示す。RMS 値は列車速度と相関

があるため、若干のばらつきがあるものの、ほぼ横ばい

で推移していることが分かる。急激に軌道状態が悪化し

た場合は、ある日を境に、RMS 平均値が増加した状態

で維持されることが予測されるため、推移を注視するこ

とで迅速な保守へ活用できると考える。 
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図３ 車体上下加速度のRMS値 
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図４ RMS平均値の推移 

４．まとめ 
本報告では、車両給電方式のレール状態診断装置で得

られたデータを用いて、営業路線の状態監視を実施した

例について報告を行った。プローブ車両の大きな特徴で

ある、低コストでの高頻度測定を実現し、軌道の安全管

理に活用可能な診断システムが構築されたと考える。 
今後は、複数の路線で営業車による測定を実施し、評

価方法の妥当性を検証するとともに、集積されたビッグ

データの活用方法について提案する予定である。 
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１．はじめに 
過疎と高齢化が進む離島においては、高齢者の移動

手段の維持や、地域社会の振興等が課題となってい

る。そこで、バスによる陸上交通と旅客船による移動

をシームレス化し移動負荷を軽減することで、課題解

決の一助を目指す「シームレス小型船」1)の実験船が

製作され社会実験が行われたので、これを報告する。 
１．１．研究開発の背景 
 日本国内で居住者のいる離島は平成 24 年 4 月現在

305 島、居住人口は約 38 万 7 千人(平成 22 年国勢調

査)であり 2)、船は離島交通において重要な手段となっ

ている。離島の高齢者比率は 33％(平成 17 年国勢調

査等)で全国平均 20%(同)に比べて高く 2)、高齢化が進

んでいる。また、離島には車両を積み降し可能な専用

桟橋が少なく、離島への定期航路のダイヤ数にも限り

があるため、本土での他の公共交通との接続性で劣っ

ている。そこで本研究では、ピギーバッグ型のシーム

レス小型船システムを開発することを目的とした。 
１．２．研究開発のスキームと流れ 
本研究は、平成 25 年度より始まった国土交通省「交

通運輸技術開発推進制度」による研究課題「離島の交

通支援のためのシームレス小型船システムの開発」と

して実施されている。全体統括は国立研究開発法人海

上技術安全研究所が行い、交通安全環境研究所は本シ

ステムにバスを適用するための技術課題（車両選定、

改造の必要性、バスの船体への固縛方法等）の検討を

行った。また、動力システム及び後述する EV 充電シ

ステムについてはヤンマー(株)が開発を担当した。 
 開発初年度である平成 25 年度にはシステムの基本

コンセプトを検討した上で基本設計を行い、艇体や原

動機等の主要部分の開発を行った。平成 26 年度には

シームレス小型船をシステムとして建造し、離島と本

土とを結ぶ地域交通としての社会実験を行った。3 カ

年計画の最終年度である平成 27 年度には実用化に向

けた検討と適用効果についての検討を進めている。 
 

２．シームレス小型船の開発 
２．１．開発コンセプト 
 離島内での移動～海上移動～本土での移動をシー

ムレス化するために、陸上移動手段である小型バスを

船の客室としてそのまま利用する形でピギーバック

輸送することで、フェリーとは異なり乗客の乗り換え

を不要とするシステム(図１)を構築することとした。 
 シームレス小型船の開発コンセプト並びに特徴と

は以下の通りである。 
(i) 総トン数 20 トン未満の小型船舶であること 
(ii) 乗下船装置を有し、旅客室を兼ねた小型バスを

搭載できること 
(iii) 電気自動車（EV）の搭載を想定して急速充電器

等の機器が搭載されていること 

 
図１ シームレス小型船の基本コンセプト 

 
２．２．設計概要 
 上記コンセプトに基づき設計・開発したシームレス

小型船の外観及び機器の配置を図２に、主要諸元を表

1 に示す。バスについては将来的な普及予測とシステ

ム全体の低炭素化を考慮し、小型電動バスの使用を考

えており、海上移動中に船の原動機で発電された電力

を充電可能なシステム構成とした。そのための充電シ

ステムとしては、日本発の電気自動車充電システムの

国際規格として認定されているCHAdeMO (CHArge 
de Move)規格を採用した。 
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図２ シームレス小型船一般配置図 
表 1 シームレス小型船の主要目 

長さ(全長) 16.50m 深さ(型) 1.50m

長さ(垂線間) 14.90m 喫水(計画) 0.75m

幅(全幅) 4.60m 総トン数 約17トン

 
３．シームレス小型船実験船による各種実験 

３．１．性能確認 
 上記設計に基づき建造された実験船が安全に航行

できることを確認するために、搭載されるバスを含む

シームレス小型船の操船性能と安全に関する各種試

験を行った。本来であれば電動バスを利用しての実験

を実施するところではあるが、小型電動バスは量産さ

れておらず実験のための手配が困難であることから、

車体寸法や重心高さが電動バスと大きく違わない小

型ディーゼルバスを用いて実験を行った。以下に実施

した主な試験内容を示す。 
(1) 軽荷状態(小型バスを搭載しない状態)及び小型

バス搭載時の速力試験、旋回試験、前後進試験 
(2) 着離桟及び係船の動作確認のための入出港模擬

試験並びに係船状態での小型バスの乗下船試験 
(3) 小型バス固縛状況の確認と、車内の乗客の居住

性を評価のための振動、騒音、室温等の計測 
(4) 非常時を想定した脱出試験 
(5) 搭載機器の動作確認として、車両の乗下船装置

並びに EV 充電装置の動作確認 
 実験の結果、船舶としての運動性能としては、目標

性能が得られることを確認した。また、着離桟及びバ

スの乗下船(図３)については問題なく行われ、今後は

実用化に向けた省力化等の検討が進められることと

なった。避難誘導については、バス車内から甲板への

移動はスムースに行われた。EV への充電に関しては、

定置状態でバスの替わりに乗用車タイプのEVへの充

電試験を行い問題なく充電できることを確認した。 
３．２．社会実験 
 シームレス小型船システムのコンセプトに関する

離島住民の受容性等を調査するため、広島県の大崎上

島において、居住者の方に被験者として協力を頂き社

会実験を行った。被験者への聞き取り調査を分析した

結果、乗り換え負担の軽減、料金支払いが 1 回で済む

こと等により、シームレス小型船システムに対して受

容性が高く、被験者の約 8 割が利用の意向であった。 

 
図３ 桟橋におけるバスの乗下船試験 

 
４．まとめ 

 シームレス小型船システムは旅客船としての基本

性能を充足し、陸上移動も含めた旅客の乗換えに伴う

身体的・心理的負担を軽減し利便性を向上させること

から、地域交通機関として離島居住者の受容性が高い

ことが確認できた。今後は、実用化のための技術開発

を進めるとともにシームレス小型船システムを離島

航路へ就航させた場合の効果の評価等を実施する。実

用化に向け、当研究所の知見を活用して行きたい。 
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１．はじめに

　ﾛｰﾌﾟｳｪｲ施設において、搬器が支柱に衝突する事故

が発生し、事故原因の一つとして、突風の発生が指摘

されている。

　本報告では、まず、事故概要と主な調査概要につい

て簡単に触れ、その後、本施設において事故後に測定

された風向・風速の分析結果について述べる。

　さらに、搬器に突風が作用した時の搬器の振れに

ついて、ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝにより検討を行った結果について述

べるとともに、本ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝにより、当該施設における

突風に対する運転管理方法について検討を行った結

果について述べる。

２．事故概要

　上り搬器（定員45名）は、平成27年1月、山麓停

留場を出発し、運転速度3.6m/sで運転中、第2号支

柱付近にさしかかった際、搬器が大きく後方に揺れ、

搬器が第2号支柱のﾋﾞｰﾑと衝突した。

　上り搬器には乗客8名および乗務員1名が乗車し、

下り搬器には乗客2名および乗務員1名が乗車してい

た。このうち上り搬器の椅子に腰掛けていた乗客1名

が床面に滑り落ちて負傷（尾骨骨折）した。

　事故発生は、当日15回目の運行であった。

３．主な調査概要

　これまで現地等において、現場調査、搬器調査、関

係者からの聞き取り調査、走行試験調査、ﾒｰｶｰからの

提供資料による調査等を実施した。

　現場の状況調査等から、乗客は搬器の前側に偏っ

て乗車していたこと、当該支柱における搬器と支柱

構造物（ﾋﾞｰﾑ）との接触限界角は22°であること（図

1参照）等が明らかになった。

　また、これまでの調査検討結果では、搬器の動揺減

衰装置、緊張装置、原動装置、支索、搬器走行部、線

路沿線等に異常は認められなかった。

　一方、事故当時の気象状況については、近接した別

区線においては、15m/s～18m/sの強風が記録されて

いる状況であった。本施設の当該支柱には、事故当

時、風速計は設置されていなかったので詳しい状況

は不明であるが、一時的に強風が生じていた可能性

も否定できない状況であったと考えられる。

４．風分析

　事故後に当該支柱に設置された風向風速計により

測定された風向および風速について分析を実施した。

今回の分析の対象は、事故後の風向・風速ではある

が、当該支柱における基本的な風の傾向については、

概略を把握できるものと考えられる。

　風の測定は、搬器が当該支柱を通過する際の風向・

風速の指示値を読み取ることとし、1運行内にその指

示値を超える値が他の場所で指示された場合は、そ

の指示値を1運行内の代表値とした。分析の対象時期

は、測定開始後、比較的に風の強い時期を選んで実施

した。

ロープウェイ施設における風分析と

搬器の突風応答シミュレーション

交通システム研究領域　　　　※佐藤久雄　押立貴志　森裕貴　廣瀬道雄
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図１ 搬器と支柱構造物との接触限界角

図2　2号支柱における風向分布

0

20

40

60 北

北東

東

南東

南

南西

西

北西

54%

23%

山頂駅

山麓駅

相対度数
(%)

0

20

40

60 北

北東

東

南東

南

南西

西

北西

54%

23%

山頂駅

山麓駅

相対度数
(%)

図3　2号支柱における風速分布
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